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独占禁止懇話会第202回会合議事録 

 

 

１．日時 平成27年12月１日（火）10：00～11：55 

２．場所 公正取引委員会大会議室 

３．出席者 

【会員】伊藤会長，青木会員，天野会員，有田会員，井手会員，稲垣会員，内田会員，

及川会員，神田会員，岸井会員，高橋会員，野原会員，比嘉会員，舟田会員，    

村上会員，和田会員 

【公正取引委員会】杉本委員長，小田切委員，幕田委員，山﨑委員，山本委員 

【公正取引委員会事務総局】中島事務総長，山本総括審議官 

             松尾経済取引局長，原取引部長，山田審査局長 

４．議題 ○ 東アジアにおける競争政策の進展と公正取引委員会の役割について 

     ○ 「テレビ番組制作の取引に関する実態調査報告書」について 

     ○ 競争政策研究センター（ＣＰＲＣ）の活動状況について 

 

○伊藤会長 それでは，電車の遅延で後から参加される委員がいらっしゃるそうです

けれども，定刻となりましたので，第 202 回の独占禁止懇話会を開会した

いと思います。 

 本日は，お忙しいところをお集まりいただきまして，ありがとうござい

ます。 

 それでは，本日の議題の紹介をさせていただきたいと思います。本日の

議題は三つございます。１番目は，東アジアにおける競争政策の進展と公

正取引委員会の役割につきまして，２番目は「テレビ番組制作の取引に関

する実態調査報告書」について，そして３番目は，競争政策研究センター

（ＣＰＲＣ）の活動状況についてでございます。 

 これら三つの議題につきまして，公正取引委員会のほうから御説明をい

ただき，会員の皆様から御意見を聴取することを予定しております。 

 本日の議題に入ります前に，事務局から新たに就任されました会員の御

紹介をお願いしたいと思います。 
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○松尾経済取引局長 おはようございます。経済取引局長の松尾でございます。 

 これまで会員をお願いしておりました全国農業協同組合中央会の谷口肇

会員が退任されまして，新たに同じく全国農業協同組合中央会の比嘉政浩

様に会員として参加していただくことになりましたので，ここで御紹介さ

せていただきます。 

○比嘉会員 比嘉であります。どうぞよろしくお願いいたします。 

○伊藤会長 どうもありがとうございました。 

 それでは，最初の議題に入りたいと思います。東アジアにおける競争政

策の進展と公正取引委員会の役割につきまして，諏訪園国際課長から御説

明をお願いいたします。 

○諏訪園国際課長 おはようございます。官房国際課の諏訪園と申します。よろしく

お願いします。 

 本日は，東アジアにおける競争政策の進展と公正取引委員会の役割につ

いて，簡単に御説明させていただきます。 

 早速ですが，資料をおめくりいただきますと，最初のところは東アジア

における競争政策の進展となっております。 

 一口に東アジアと申しましても，どの範囲を東アジアと呼ぶのかという

のは難しいところでございまして，大きく言えば北東アジアと呼ばれる日

本，中国，韓国，モンゴル，それから東南アジアと呼ばれるＡＳＥＡＮ諸

国 10 か国，この当たりを指すのだろうと思いますが，他方，東アジア自由

貿易協定と呼ばれます経済包括連携協定の交渉にはモンゴルが参加してお

らず，インド，オーストラリア，ニュージーランドが参加しているという

ことで，そういう意味では一律的な定義はなかなか難しいのですけれども，

先ほど申し上げました 14 か国を中心としたところを指すのだろうという

ふうにお考えいただければよいのではないかと思っております。 

 この東アジア地域は，御案内のように，いわゆる域内貿易比率が非常に

高く，昨年の通商白書を見ますと，およそ 50％に達しています。これはＮ

ＡＦＴＡの 40％ですとかＡＳＥＡＮの 20％を大きく上回っておりますし，

欧州連合は60％と高いのですが，このところ低減傾向にあります。その点，

東アジアの域内貿易比率は，90 年代 40％前半だったのが，徐々に高まって，
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今は 50％まできております。また，世界全体に占めるＧＤＰも約 20 兆ド

ルと，世界全体のＧＤＰの約３割程度を占めております。域内貿易比率も

経済成長率も高いという意味で，世界全体を引っ張っている言わば成長セ

ンターのようなところであると考えております。 

 ただし，競争政策について充実させてきたと言えるのは非常に最近にな

ってのことでございまして，欧州連合が，御案内のようにＥＣ条約の 85 条，

86 条に基づき 1960 年代前半から競争政策を執行していたことや，競争政

策に関する規定を設けているＮＡＦＴＡが 1994 年に発効したことと比べ

ますと，遅れ気味であったというのは事実だろうと思います。 

 そうした問題意識もありまして，３ページ目のところにございますけれ

ども，平成 16 年３月に第１回東アジア競争法・政策カンファレンスを開催

しております。これは公正取引委員会の主導，提唱によるものでございま

して，非常に好評であったということで，再び公正取引委員会の提唱で東

アジア競争政策トップ会合が創設され，平成 17 年５月にはインドネシアで

第１回の会合が開催されました。その後，毎年開かれるようになり，現在

に至っているということでございます。 

 その後，こうした会合開催にある問題意識喚起も，一つの契機になった

のだろうと思いますが，４ページ目にございますように，ＡＳＥＡＮが共

同体，いわゆるＡＥＣを創設するに当たって，平成 27 年末までに全加盟国

で競争政策を導入するよう努力することがＡＥＣ創設に向けた工程表に明

記されたということでございます。その結果もありまして，このアジア地

域での競争法導入に向けた取組が加速し，今現在，15 か国まで増えている

ということでございます。 

 こうして競争法が各国で成立するに至ったというのは，今，申し上げた

公正取引委員会の提唱等々というのもあるかと思いますけれども，次のペ

ージをおめくりいただきますように，光あるところに影があるではないで

すけれども，経済成長が急速に発展する中で，いわゆる東アジアを舞台と

した様々な国際カルテル事件があったということも事実でございまして，

こうした事件なども背景として，競争法の執行というものの重要性が感じ

られてきたということだろうと思っております。 
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 では，この東アジア競争政策トップ会合は具体的にどのような役割を果

たしているかということについて御紹介申し上げますと，次の８ページ目

以降に，具体的にその概要を記しております。 

 ９ページ目にございますように，毎年，加盟国のいずれか一つを主催国

として開催されておりまして，大体，３つか４つのセッションが行われて

いるものでございます。今年は８月にベトナムのホーチミン市で開催され

たわけですが，午前中にＡＳＥＡＮ諸国等を中心とした国々が最近の進展，

将来の展望について発表して，午後には，こうした国々をどうやって支援

していくかという技術支援活動，それから更には最後のセッションで，今

後，どのようにＥＡＴＯＰ会合は，これは略称ですけれども，その役割を

果たしていけるかということについて話し合われているということでござ

います。 

 この会合の主な特徴は三つございまして，一つは，繰り返しになるので

すけれども， 10 ページ目に全加盟国，これは 16 加盟国あるわけですが，

東アジアの諸国はおよそ全部加わっています。 

しかも，見ていただきますと真ん中辺りに台湾と中国が加わっておりま

して，このように台湾と中国が同じ会合に，組織の中で加わっているとい

うのはなかなか珍しいところでございまして，そのためにプログラムでは

国名は表示せず，参加当局名の名前を表示する等の配慮をしております。

台湾は御案内のように，競争法ができて四半世紀近い歴史がありますので，

この会合では，欠くべからざる存在になっているというところでございま

す。 

 二つ目の点でございますけれども，参加国は，見ていただきますと，韓

国，台湾，日本，オーストラリア等，競争法を施行してから 30 年近い歴史

がある国と，そのほかの国，10 年以内の国々と二つに分かれておりまして，

10 年以内の国々は，毎年，その施行状況として今年の進展を発表するわけ

ですけれども，見ていて思いましたのは，お互いにライバル意識というの

でしょうか，ピアプレッシャーみたいものがございまして，一定の緊張感

が生まれております。 

 また，10 年以内の国だけの集まりではなく，30 年近い歴史のある国々も
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あったりして，各国の間で一定の緊張感が生まれ，例えば，ある開発途上

国に対して，合併の簡易審査手続はまだ導入しないのかという指摘がなさ

れると，その国は，翌年のトップ会合を待たずにさっさと導入したりとか，

明確な因果関係があるわけではありませんが，トップ会合を設けているこ

とでの何らかの促進効果があるのではないかなと考えております。 

 それから３つ目に各国当局の特徴として，全て原則トップに出席してい

ただくということでございます。もちろんそうは言っても，いろいろな都

合がありますので，全当局から長官ですとか委員長というわけにいきませ

んけれども，少なくとも毎年，公正取引委員会，それからインドネシア，

フィリピン，ベトナム等からは長官，委員長が出席していますし，そうで

なくても委員や事務局長等のトップレベルが出席しているというのも特徴

の一つでございます。 

 したがって，何かその場で議論して決定するというような話はないので

すけれども，トップ同士で，例えば国際カルテルですとか，国際的な合併

事件について，お互いに協力してやっていきましょうよという共通理解が

その場で醸成されて，その醸成された共通理解の下に事務方が後で作業し

ていくという構図ができやすくなるという意味では，緩やかな意思決定が

形成されているのかなという気がしております。また，先ほど申しました

ＲＣＥＰ，東アジア自由貿易協定の交渉等でも，トップ会合で醸成された

共通の理解の下に，議論が進められているなという感じが，交渉官の感触

としてはしております。 

 それから同時に，ページを戻っていただいて恐縮でございますけれども，

８ページ目にございます東アジア競争法・政策カンファレンスはほぼ毎年

開催しておりまして，こちらは競争当局だけでなくて，開催国の政府機関

ですとか，法律の実務家，学識経験者にも参加していただきまして，積極

的に発表していただいており，その関係国において競争政策の重要性につ

いての理解を深めていただくということを中心にしております。 

 こうして東アジアトップ会合，それからカンファレンスを開催しまして，

共通認識が醸成された結果，何が起こっているかということを申し上げま

すと，一つは，先ほどから申し上げておりますように，各国で競争法が次々
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と導入されてきたということがございますし，12 ページ目以降にあります

が，東アジアにおける競争当局間の協力枠組みというものが着実にでき上

がってきたと思っております。 

 13 ページ目に，我が国が結んでいる東アジアにおける競争当局間の協力

枠組みというのがございますが，その次のページに，平成 17 年にトップ会

合ができたときに締結していた協力枠組みの線が示されておりますが，こ

のときは，日本とオーストラリアを中心に幾つかできているかなという感

じですけれども，今年のトップ会合の後に，次のページをおめくりいただ

きますと，正にクモの巣のように，日本やオーストラリアに限らず，例え

ばブルネイとシンガポール，マレーシアと台湾，オーストラリアなど，あ

りとあらゆるところが，協力枠組みを設けるようになってきています。そ

ういう意味では，トップ会合で，みんなで共通の理解を醸成していって，

こうした形が結ばれてきているのだろうという感触を受けております。 

 実は，トップ会合が今年８月に行われた後なのですけれども，その後，

重要な線がもう一本加わりまして，先月，日本の公正取引委員会と中国の

発展改革委員会との間でも協力に関する覚書が締結されたところでござい

ます。 

 これまで中国と日本の間で，なかなか情報交換も思うようにいかなかっ

た現実がありますけれども，今後，日本と中国にまたがる国際カルテル事

件などについても，情報交換を密にすることができるようになるというふ

うに考えています。 

 ただ中国は，御案内のように，この発展改革委員会というのは，カルテ

ルについて規制しているのですが，合併については商務部，それから価格

に関係しない反競争行為は国家工商行政管理総局というところが規制して

おりまして，これらの当局とも覚書を締結する方向で，今，努力している

ところでございます。 

 それから，我が国の公益財団法人交流協会と台湾の亜東協会との間で，

先週木曜日に競争法の執行に係る取決めを締結しておりまして，この取組

によりまして，各協会を通じて，台湾の公平取引委員会と私どもの公正取

引委員会の間で，情報交換等々ができるようになったというところでござ
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います。 

 こうした協力枠組みの多くでは，個別の事件について，相手方当局にと

って関係ある事件についての執行を，相手方当局にも通報するとか，それ

から情報交換を行うといったことが共通して規定されております。そして

そのほか一部の国との間では，個別の事件について，立入検査の執行を協

力したり，調整したり，あるいは，合併を承認する際の条件について調整

する，といったことも入っております。 

 更に特筆すべき点は，この 16 ページ目にございますけれども，今年４月

にオーストラリア競争・消費者委員会との協力に関する取決めを締結した

ものでございます。いわゆる同じ国際カルテル事件を審査していて，同時

に立入検査することが多いのですけれども，オーストラリアの競争・消費

者委員会が立入検査したら有効な証拠となるメールが見つかったけれども，

日本の公正取引委員会が立入検査したら，そのようなメールは見つからな

かったといった場合，普通は，先方の証拠の写しをこちらに送ってもらう

ことはできないのですけれども，この取決めの下では，先方が入手した電

子メールの証拠ですとか，そこで得たメモ類，そういった証拠の写しにつ

いても，日本に送付してもらうことができます。あるいは，送付してもら

わなくても，例えばお互いにどういった供述を引き出すことができたかと

いうことについて情報交換を行うということができます。このように，日

本の公正取引委員会の権限だけではなくて，オーストラリアの権限も使っ

て，証拠を集めることができるという意味では，非常に意義深い取決めだ

ろうと考えております。 

 こうした取決めを様々な国と締結できればいいのですけれども，どんな

国というわけにもいかないわけでございまして，６ページの真ん中ぐらい

にも背景というのが書いてありまして，一番下に，両競争当局とも「情報

ゲートウェイ」の規定を有するということが要件になっております。日本

の場合，独占禁止法 43 条の２という規定がございまして，この規定の中で

そうしたことが可能であるということが明記されております。 

 オーストラリアにも同じような条文があるのですが，東アジアのほかの

諸国でいいますと，例えば韓国や中国などには，そういった規定がないと
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いうことで，今後の課題だろうと考えております。 

 ただ世界的には，例えば米国，ＥＵ，カナダ，スイス，ニュージーラン

ドなどは同じような協定をほかの国々と締結しておりますし，またこうし

た協定を第二世代協定と呼んでおりますが，ＯＥＣＤが昨年９月に採択し

ました国際協力に関する理事会勧告でも第二世代協定を締結していくよう

にという勧告をしておりますので，我が国としましても，引き続きその方

向で作業してまいりたいと考えているところでございます。 

 もう一点，これは東アジアの国々だけではありませんけれども，次の 17

ページ目をおめくりいただきまして，環太平洋パートナーシップ，いわゆ

るＴＰＰ協定というものが大筋合意されております。その後，韓国，イン

ドネシア，フィリピンなどの東アジアの国々も加盟する方向での意向が表

明されているとの報道がありますので，これもいわゆる東アジアにおける

競争執行体制強化に資するというふうに期待しているものでございます。 

 御参考までに簡単にその概要を紹介しますと，特徴的な点としては三つ

ございまして，一つは，この主な規定内容として，競争政策章というのが

設けられておりまして，この中で手続の公正な実施についての詳細な規定，

それから私訴の権利を設けることについて明記されております。こうした

ものは，今まで私どもが，日本が締結してきました協定ですとか競争章に

は入っておりませんでしたので，そういう意味では，非常に画期的なもの

だろうと考えております。また東アジアでの適正な執行活動というものに

資するだろうというふうに考えております。 

 それからもう一つは，その一番下に枠囲いで書いておりますが，競争政

策章の中で，競争法の違反の疑いについて競争当局と事業者との合意によ

り自主的に解決する権限を競争当局に与える旨の規定が含まれております。 

 日本の独占禁止法にはこうした制度は，今，ございませんので，これを

どうするかというのは，この協定の批准に当たって考える必要があるだろ

うということで，対応策を検討しているところでございます。 

 それからもう一点，この下の右側に，国有企業及び指定独占企業章とい

うのがございます。これもこれまで私どもが締結した協定には，これだけ

詳しいものがありません。規定の内容をみると，競争当局に直接関係があ
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るものは少ないのですけれども，７ページに書いてある２つ目の黒丸のと

ころ，指定独占企業の非独占市場における反競争的行為の禁止について規

定されております。例えば国の指定にあり独占している事業を有する国有

企業が，例えば隣接している市場で新規事業を始めたときに，国が指定し

ている独占力をもって，隣接する市場について反競争的な行為により，貿

易ですとか投資における他のＴＰＰ加盟国の利益を阻害してはいけません

ということを明記しているものでございます。 

 以上が，これまでに，公正取引委員会ないし我が国が加わっている競争

当局間の協力枠組みについての概要でございます。 

 こうした東アジア競争トップ会合ですとか，協力協定の締結というもの

は，言わばトップが決めた，あるいは，協定や取決めで決めたものについ

て，事務局がそれに従っていくというトップダウンの形をとっているわけ

ですけれども，ただ，肝心の事務局の足腰といいますか，実力が伴わない

と，こうした枠組みは絵に描いた餅になってしまいます。 

 その意味で重要なのはやはり事務局に対して，どうやって技術支援をし

ていくかということでございまして，18 ページ目以降，公正取引委員会に

よる技術支援について，簡単に述べております。 

 例えば 19 ページ目には，これは東アジアに限らないのですが，世界，こ

れまで 58 か国，223 名の研修生に対して，ＪＩＣＡを通じた，日本におけ

る研修を行ってまいりました。それから，一昨年度からはアジア開発銀行

研究所との共催により，アジア諸国の競争当局等を対象として，日本にお

ける研修を開始しています。また，ＪＩＣＡを通じて，２年から４年の長

期プロジェクトで国別の研修を実施しております。 

こうした研修は，参加された研修生の実力向上に貢献しているかと思っ

ておりますけれども，これらの研修の講師には，公正取引委員会の係長で

すとか補佐クラスも加わっておりまして,こうした職員にとっても，正に，

“Teaching is learning twice.”，つまり，教えることは学ぶことという

意味合いを持つという点で意義があると考えておりますので，公正取引委

員会にとっても大変良い機会になっていると考えています。 

 以上御説明申し上げました取組を通じて，公正取引委員会としましても，
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東アジア競争法の執行の強化に努めているところでございます。 

 以上でございます。 

○伊藤会長 どうもありがとうございました。 

 それではただいまの説明につきまして，御質問や御意見がございました

ら，御自由に発言していただきたいと思います。どうぞ。 

○天野会員 今日は，大変，分かりやすい御説明をいただきましてありがとうござい

ます。私からは，ＴＰＰに関連しまして，２点ほど基本的なところをお尋

ねしたいと思います。 

 先日，政府がＴＰＰ政策大綱を発表されましたけれども，その中でも，

特に中小企業の海外展開に非常に力を入れていきたいというお考えがかな

りにじみ出るものだったと思うのですが，今回，ＴＰＰで競争政策におい

ても，共通のルールが整備されるというのは，中小企業などにとっても非

常に安心材料になると考えます。そこでお尋ねしたいのが，ＴＰＰ域内に

今後，日本の中小企業等が展開していく上で，競争政策の観点から，特に

留意しなければいけないといった点がもしあれば教えていただきたいとい

うことが一つです。 

 あともう一点，御説明にありましたけれども，今後のＴＰＰへの対応策

というか，対応案のところで，一部報道にもあるのですけれども，こうし

た新しい制度を日本でもＴＰＰに合わせて導入していくといった方向なの

でしょうか。仮にそういった方向であれば，その新しい制度で何か課題と

いうか，心配されるような点というのがもしあれば，お聞かせいただきた

いと思います。 

○諏訪園国際課長 御質問ありがとうございます。 

 ２つ目の点は，事務局の別の者から御説明するかもしれませんが，とり

あえず国際課として承知している範囲内で御説明申し上げます。 

 最初の中小企業として懸念すべき点ということでございますが，公正取

引委員会から見ましても，中小企業を含めまして日本の企業は，日本国内

での独占禁止法の遵守に，様々な努力を重ねていただいているというふう

に認識しておりますが，その日本と同様のルールが東南アジア諸国，それ

から今回，ＴＰＰに参加した各国においても，同じような適正な手続の下
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で，実行されていくだろうということで，正に公正かつ自由な競争が様々

な国で広がっていくことが期待されます。そういう意味では，中小企業に

とっても商売がしやすくなるだろうと期待しております。 

 それから，日本の企業が商売を展開していく上で，ともすればやはり発

展途上国においては，いわゆる国有企業，それから国が指定した独占企業，

こうしたところが何か不意に事業の邪魔をしてきたりとか，何か後で妨害

してきたりといったことを伝え聞くことがありますけれども，今後は，そ

ういったところについては，ＴＰＰの規定で，きちんと規制されていくだ

ろうということが期待されますので，そういった意味でも，中小企業にと

って，今後，更に事業を拡大しやすくなるのではないかと思います。ただ，

実際に事業を展開していったら，なかなかうまくいかないということがあ

るかもしれません。そうした場合，国有企業章では，いわゆる紛争解決の

ための手続が設けてあります。これは加盟国間の紛争を解決するためのパ

ネルを設けて，そこで紛争解決のための審議をする手続もございます。い

ずれにしましても，何か問題があれば関係する省庁等に御相談いただいて，

様々な形で事業展開がしやすくなるようにということを，私どもとしても

期待している次第でございます。 

 それから２つ目の，今回新しく入れる制度について何か課題があるのか

どうかというところについてですが，競争政策章の中では，競争法違反の

疑いについて競争当局が調べている最中に，事業者のほうから是正したい

という申出を行い，そこで合意によって解決するという仕組みを設けなけ

ればならないとされています。今まで公正取引委員会が下す決定は全て排

除措置命令，ないしは課徴金納付命令ということで，処分の命令のみだっ

たのですけれども，ＴＰＰでは，事業者との間で合意により解決する権利

を私ども公正取引委員会に与える必要があるということでございます。 

 これは今，独占禁止法の現行制度にそういった規定がないものですから，

それをどうするかというのは，具体的に担当部局で検討しているところで

ございまして，また，それが固まりますと，その課題となるべきところも

あるかもしれませんし，またこの場を通じて御説明することもあろうかと

思っています。 



 -12-

○松尾経済取引局長 経済取引局長の松尾でございます。 

 今，御質問のありました新しい制度ということで，この資料に書いてご

ざいますように，違反の疑いについて競争当局と事業者の合意により自主

的に解決する権限を競争当局に与えるというようなことが，このＴＰＰ協

定によって義務付けられたわけでございます。 

 今も説明がありましたけれども，現行は，違反行為についてはその疑い

について審査を行い，きちんと違反行為を認定し，それから排除措置命令

や課徴金納付命令を課していくという処理をしておるわけでございまして，

ＴＰＰ協定にございますような合意により自主的に解決するスキームとい

うのは，現行の独占禁止法の中にはないわけでございます。 

 したがいまして，この協定を遵守する上で，どのような制度的な対応が

必要かということで，今現在，検討しているわけでございますが，大体の

イメージといたしまして，公正取引委員会が審査を始めまして，違反の疑

いがあるというようなことが認められた場合に，その被疑事実の概要など

につきまして，被疑事業者のほうに通知を行いまして，これに対しまして

被疑事業者のほうから自主的な競争回復措置というものの申し出があれば，

そしてそれが公取として適当であると認めるときには，これを認定した上

で，被疑事業者が自ら申し出た措置を実施する限りにおいては，排除措置

命令や課徴金納付命令といった行政処分は行わないといったようなイメー

ジで，現在，検討を行っているところでございますが，いずれにしまして

も現状，まだきちんとした結論が出ておりませんので，現在，引き続き，

検討を進めているということでございます。 

○伊藤会長 ほかにどなたか質問はございますか。 

○村上会員 私は全体の動きは全く問題ないと思っておりますので，この５ページに

絞って質問させてもらいたいと思います。 

 詳しい説明を省略されていましたけれども，確かにこれが東アジアを舞

台とした主な事件で，題名を見てもらうとおり，全部カルテル事件の内容

になります。カルテルと言うと，純粋に国内のカルテルである事件と，外

国での行為に自国競争法を適用する，いわゆる域外適用という２つの類型

があるわけですけれども，国別に中国とかシンガポール，オーストラリア，
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韓国と見ていくと，ほとんどが域外適用された事例であって，その国の当

行為に対して域外適用した事例ということのように感じました。それでよ

ろしいかどうかというのが，まず一つ質問の内容になります。 

○諏訪園国際課長 ありがとうございます。 

 個別には，何をもって域外適用と言うのか，これはまた定義によって異

なります。各国の規定の内容や，解釈の仕方によって域外適用に当たると

言えるかどうか違ってくるかと思いますが，また，その国の当局者でない

ので責任を持った答えはできませんが，基本的に例えば中国，韓国等の事

件を見ておりますと，やはり韓国の事件でも，韓国の市場において売られ

ていた，ないしは韓国のベアリング市場において韓国企業にその価格で売

っていたというように，カルテルがその国で行われたかどうか自体は，韓

国の市場の販売の有無により判断されているというふうに思います。 

 中国も同じでございまして，中国でつくられた自動車の，中国の自動車

のために自動車部品が売られたものについてカルテルが行われた場合に違

反とされているのであり，海外でつくられて，海外で売られてという事件

はあまり例をみないというふうに記憶しています。ただし個別には，また

子細に見ていく必要はあるかというふうには思っております。 

○村上会員 それで次が希望になりまして，一つは，日本でも独占禁止法の域外適用

の基本的なルールをどうするかという点についてお尋ねします。ブラウン

管国際カルテル事件が今，東京高裁で争われていますので，これで基本的

には東京高裁，あるいは最高裁に行って日本の独占禁止法の域外適用の基

本ルールが決まることになると思います。その関係で，各国の，具体的な

域外適用の基本的ルールがどうなっているかというところを，どこかの時

点で一度詳しく紹介して教えてもらえないかというのが一つです。もう一

つが，大事なのは，これだけ各国が国際カルテルに対して域外適用をやり

出して，それが当たり前になると，制裁金とか措置の内容の各国競争当局

間での調整というのが，非常に大きな問題になってきます。これは別に東

アジアだけではなく，全世界の競争法の執行の話だと思いますけれども，

長期的には，各国の競争当局間で，行政上の措置とか制裁金額について調

整していくメカニズムを作らざるを得ないのかなという気がしているので，
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その辺の情報を，そのうち一度まとめて詳しく教えてもらえませんかとい

うのが，次の希望事項になります。 

○諏訪園国際課長 また，機会を改めまして，調べた上で，御報告することもあろう

かと思います。 

○伊藤会長 ほかに質問があれば，どうぞ。 

○稲垣会員 公正取引委員会が主導して，このような東アジアのカンファレンスを行

い，主導的な役割を果たされているというのは大変いいことだと思います

し，これからも是非続けていっていただきたいと思います。質問と要望な

んですけれども，カルテルとかそういった執行ではなくて，むしろ，企業

結合が行われる場合，最近のＭ＆Ａというのは，クロスボーダーでいろい

ろな国に影響する案件が多くて，そのような場合に企業結合の審査基準な

どついてこういったカンファレンスで議論されて，統一していこうという

ような動きがあるのでしょうか。また，ＴＰＰとか経済連携協定とかがで

きると，市場の定義そのものが若干変わってくるのではないかと思います

けれども，そういった点で，どういうふうにしていくべきかということを

議論されているのでしょうか，というのが１つ目の質問です。 

 ２つ目の質問は，同じようなことですが，実務では，企業結合審査は，

複数の国に出さなければいけないというのが現実の問題になっていると思

いますが，その場合に，国によりましては，全く関係ないと思われるよう

な国においても，形式的に届出を出さないといけません。企業のほうは，

コンプライアンス重視ですから，全く関係ないと思われるような場合でも

届出を出さなければいけない義務がある場合には，出す例が多いと思うの

ですけれども，そのような届出を出す要件とか審査の基準についても，カ

ンファレンスのような場で議論されているのでしょうか，というのが質問

です。 

○諏訪園国際課長 ご質問ありがとうございます。 

 正に企業結合審査の在り方や届出についての問題は，待ったなしでござ

いまして，企業が国際進出していくのに，やはり避けて通れない話でござ

います。そこは私どもも様々な要望を頂戴しておりますので，東アジアト

ップ会合ですとか，更に，ＩＣＮ，国際競争ネットワークという全世界の
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百三十数か国の加盟国が加わる会議，この年次総会は毎年１回ございます

が，そのほかに企業結合についてのワークショップというのがございます。

こうした場で，企業結合の審査の在り方などについて取り上げております

が，正に今おっしゃられたように，国ごとで届出要件や審査基準が違うと

なると，企業にとっては非常に不便なこともございます。 

 そこで，ベストプラクティスという，別にこれは法的拘束力があるとい

うわけではないですけれども，競争を制限する可能性が極めて低い企業結

合の届出や審査はどうあるべきかという，最大公約数的なものを集約して

まとめております。これに各国従わなければならないというわけではござ

いませんが，私どもとしましても，この東アジアトップ会合の場ですとか，

それから更に技術支援の場を通じて，ＩＣＮのベストプラクティスについ

て，あるいは，実際に日本の公正取引委員会としてはどのような形で審査

を行っているかについて説明しております。また，届出の要件の基準が低

かったりすると，結局のところ，その国にとっても膨大な数の届出がきて

しまって，かえって困りますと，本当に規制すべき合併が規制できないで，

見逃してしまうおそれもありますよというようなことを，私ども技術支援

の場で繰り返し申し上げているところでございます。もちろんそれで十分

足りていないところもあるかもしれませんので，また皆様の御意見も伺い

ながら，技術支援や，こういったカンファレンスを通じて，企業結合につ

いての国際的な統合的に向けて，私どもも力を注いでいきたいと考えてい

るところでございます。 

○稲垣会員 是非強く活動していただけるとありがたいです。ルールが明確になって

いれば，きちんとルールにのっとって行うということだけだと思いますの

で，是非よろしくお願いします。 

○伊藤会長 ほかに質問はございますか。 

○有田会員 非常に単純な質問ですが，17 ページの一番下，主な規定内容の競争政策

章，消費者保護というところがあります。その消費者保護の視点というの

は，競争を阻害しないで，消費者保護をどのように規定しているのか，具

体的に教えていただければと思います。 

○諏訪園国際課長 ご質問ありがとうございます。 
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 消費者保護の規定について，競争政策の章の中で 16.6 条という独立した

条を設けておりまして，この中で様々なことを規定しております。最初に，

締約国は，自由貿易地域において，効率的かつ競争的な市場を創設し，及

び消費者の福祉を向上させる上で，消費者の保護に関する政策及びその執

行の重要性を認めるということを規定した上でこの章の中では，どういっ

た行為が詐欺的または欺瞞的な商業活動なのかということについて規定し

ております。例えば許可なく消費者の金融口座に請求をしたりとか引き落

としたりとか，それから重要な事実についての表示を誤ったものにするで

すとか，こういった行為を例示した上で，各国締約国は消費者の保護につ

いての法律または規制等をきちんと制定して維持することを各国の義務に

しております。 

 その上で，各国ごとに規制しているだけでは不十分ですので，各国間で

協力や調整を行うことが望ましいということを規定しています。やはり競

争政策と消費者政策というのは，車の両輪のようなところがございますの

で，同じように，協力しながら規制をきちんとやっていきましょうという

ことを規定しているところでございます。 

○伊藤会長 よろしいですか。ほかにどなたか質問はございますか。 

 それではもしよろしければ，次の議題に行きたいと思います。 

 続きまして「テレビ番組制作の取引に関する実態調査報告書」につきま

して，鎌田企業取引課長から御説明をお願いしたいと思います。 

○鎌田企業取引課長 企業取引課長の鎌田でございます。よろしくお願いいたします。 

 私からは，報告書の内容について御説明いたしますが，お手元にはパワ

ーポイントの資料と，それから報告書の白表紙，本体をお配りしておりま

す。 

 内容につきましては，パワーポイント資料を使って説明いたしますが，

その前に，この調査を実施した趣旨にも関係しますけれども，まずテレビ

番組市場の市場規模ですとか，市場の状況について，簡単に説明をさせて

いただきたいと思います。 

 恐縮ですが，お手元の白表紙を御用意いただきまして，これの表紙を含

めて３枚めくっていただきますと，実態調査報告書の概要というのがござ
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います。この概要の４ページを御覧いただきますと，下のほうに，我が国

の平成 24 年のコンテンツ市場規模ということで，円グラフがございます。 

 この円グラフで説明したいと思いますが，中心から外に向かっていきま

すと，平成 24 年のコンテンツの市場規模は全体で 11 兆 2400 億円でござい

ます。その外側，右側になりますが，紫色の格子がありますが，映像系ソ

フトが５兆 5000 億円，このうちのテレビ番組の関係でいいますと，赤で囲

ってありますけれども，地上テレビ番組が２兆 7500 億円，それから衛星ケ

ーブルテレビ放送が 8800 億円ということで，テレビに関する市場規模でい

いますと，合計すると３兆 6500 億円余りとなります。 

 これはコンテンツ市場全体の約３分の１，それから映像系ソフト全体の

３分の２を占めるということで，10 年前，20 年前に比べますと，シェアは

落ちてきている感じはありますけれども，依然として有力なコンテンツで

あろうということが言えるかと思います。 

 それからこの資料には書いていませんけれども，地上テレビ番組に関し

ての市場規模のここ数年の推移を見ますと，平成 20 年のリーマンショック

あたりを境に大きな変化がございまして，リーマンショック前というのは

大体３兆円程度の市場規模がございましたが，リーマンショックを境にし

て，それだけではないと思うのですが，インターネットの成長とか，いろ

いろな要因があるかと思いますが，現在では２兆 7000 億から２兆 8000 億

円ということで，規模が１割程度小さくなっているというような状況がご

ざいます。 

 テレビ番組につきまして，市場規模といいますと，通常，放送利用収入，

広告収入や受信料などをもって規模を計算しておるようですけれども，そ

ういった市場規模が縮小すると，当然ながら，番組制作の予算の削減にも

つながります。それが，更には制作会社のほうにしわ寄せがいくといった

ことも言われておりまして，そういった状況を踏まえまして，この調査を

実施したという状況にございます。 

 では続きまして，パワーポイント資料のほうを御覧いただきまして，報

告書の内容について，簡単ですが御説明してまいります。 

 まず１ページ目でございますが，下のほうに，図を２組用意しておりま
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す。これは，今回の調査の対象の取引についてでございます。 

 １つ目が左のほうの図になりますが，テレビ局が直接，制作会社に番組

の制作を委託するという取引でございます。もう一つが，右側のほうでご

ざいますが，こちらは，大手のテレビ局が中心になりますけれども，まず

は自分の系列の制作会社に委託し，その制作会社が系列外の制作会社に再

委託するという取引がございます。今回は，この２つの取引を対象にして，

書面調査と，それから補足的にヒアリング調査を実施してまとめたもので

ございます。 

 書面調査の概要につきましては，１ページの上のほうの表になりますけ

れども，委託者側としてはテレビ局とそれから系列の制作会社，本日はこ

れら二つ合わせてテレビ局と言わせていただきますが，これら 576 名を対

象として，それから受託者側でございます制作会社につきましては，800

名を対象に調査票を発送しております。 

 回答者数，回答率は右のとおりですけれども，その中で実際に番組制作

の取引をしているという回答を寄せたものにつきましては，テレビ局が283

名，それから制作会社が 109 名ということで，この 283 名，109 名からの

回答をベースに，報告書全体を取りまとめております。 

 ２ページ以降が，調査結果の概要でございます。 

 初めにテレビ局，それから制作会社の概要ということで，４点ほどまと

めております。まず１つ目は資本金でございます。今回の調査で回答のあ

ったテレビ局につきましては，その９割弱が，資本金が 5000 万円を超える

ような事業者でございます。一方で，制作会社のほうにつきましては，９

割超が 5000 万円以下の事業者でございまして，これは下請法との関係で若

干補足しますと，テレビ番組につきましては，下請法上では情報成果物と

いう整理になりますが，情報成果物の場合には，5000万円を境にしまして，

親事業者，下請事業者というくくりになりますけれども，今回の調査結果

から申しますと，回答のあったテレビ局と制作会社につきましては，その

多くが下請法の適用対象となり得る事業者であるということが言えると思

います。 

 ２つ目が，年間の売上高でございます。テレビ局につきましては，８割
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強が 10 億円を超える売上高の事業所でございますが，制作会社につきまし

ては，７割強が５億円以下というような規模でございました。 

 ３つ目が，テレビ番組の制作会社から見まして，どれぐらいの数のテレ

ビ局と取引しているかということについて聞いておりますが，制作会社か

ら見て取引をしているテレビ局が３名以下というのが 42％，更に取引をし

ているテレビ局は１名のみというところも15.9％というような状況でござ

いました。 

 最後は，取引依存度でございますが，こちらは，制作会社が取引してい

る最も取引金額の大きいテレビ局に対する依存度ということで見ておりま

すが，そのメインの取引先であるテレビ局に対して 30％を超える依存度に

なっているというところが 45.4％，更にそのメインであるテレビ局１社に

対する依存度が 50％を超えるというところも，３割近くに上っているとい

うことでございます。 

 以上，総合的に見ますと制作会社につきましては，テレビ局に比べて事

業規模が小さく，特定のテレビ局との取引に依存しているという傾向が見

られるということが言えると思います。 

 次に３ページ以降でございますが，取引の状況について記載しておりま

す。 

 最初が取引条件の内容ということで，取引条件として事前にどのような

ことを定めているかということを，テレビ局のほうに聞いたものでござい

ますが，基本的な条件であります発注の内容ですとか支払金額，それから

代金の支払期日，こういったものにつきましては，それぞれにつきまして，

ほとんどのテレビ局があらかじめ定めておりました。中でも発注内容であ

るとか金額につきましては，ほぼ 100％のテレビ局が定めていたという状

況でございます。 

 それからテレビ番組につきまして，若干特徴的な問題として，著作権の

話がございますけれども，著作権につきましては，７割強のテレビ局が著

作権の譲渡の範囲ですとか，あるいは使用する許諾の範囲とか，そういっ

た大枠については定めていたようでございますが，一歩進みまして，譲渡

の対価を幾らにするかですとか，あるいは番組をＤＶＤ化するですとか，
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再放送するですとか，そういった二次利用に関して窓口業務をどうする，

あるいは二次利用に伴う収益配分をどうするかということにつきまして，

定めていたというテレビ局につきましては，２割から３割ということで，

譲渡・許諾の範囲等に比べると，かなり低い割合になっていたというよう

な状況でございます。 

 次が支払制度でございますが，こちらにつきましては，ほとんどのテレ

ビ局が，月末で締めて翌月末に払うといった形で，締め切り日から支払い

日までを１か月以内で設定しておりました。 

 またその締切り基準につきましては，多数のテレビ局につきましては，

番組の納品日ですとか，あるいは人材派遣であれば派遣日ですとか，いわ

ゆる業務が終了した時点というところを基準にしているようでございます

が，こちらもテレビ局に特有な状況でございますが，放送日を基準にする

といった回答も，一定数，見受けられたところでございます。 

 ４ページ目にまいりまして，書面の交付状況について，今，申し上げた

ような取引条件をきちんと書面にして交付していますかということに対し

ましては，84％のテレビ局が書面を交付しているという回答でございます。 

 (4)でございますが，優越的地位の濫用規制上，問題となり得る行為を受

けたテレビ番組制作会社の状況でございますが，こちらにつきましては５

ページのほうを御覧いただきまして，こちらの表は，そういった問題とな

り得る行為が，どの程度，行われたかということにつきまして，制作会社

側からの回答をベースに取りまとめたものでございます。 

 比較的割合が高いものについて申し上げますと，表の一番上の採算確保

が困難な取引（買いたたき）が 22 名で 20.2％，やり直しが 13 名で 11.9％，

下のほうにまいりまして，下から３行目辺りですが，著作権の無償譲渡等

に関するものが 14 名で 12.8％，二次利用に伴う収益の不配分等が 11 名

10.1％，そのほかにも発注内容の変更ですとか，発注内容以外の作業とい

ったものが多くなっております。 

 一番下のほうに 43 名ということでございますが，これは１つの制作会社

が複数の問題行為を受けるということもございまして，そういった重複を

排除して，純粋に実数として制作会社の数を集計したものが 43 名でござい
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まして，調査表に回答して，テレビ番組制作の取引があると回答した 109

名のうち 43 名ですので，約４割がここにあります問題となり得る行為を一

つ以上受けていたというような状況でございます。 

 ただ，情報成果物という点で申しますと，通常の物の製作のように設計

図がきちんとあって，そのとおりつくればある意味，誰が見ても完成した

ことがはっきり分かる，そういうものに比べますと，番組は，完成品に対

する評価というものが，委託者側の主観によるところもかなり多いので，

この数字を額面どおり，そのまま受け取っていいかどうかというところは，

若干問題があるかと思いますが，集計の結果としては，こういうものだと

いうことでございます。 

 それから６ページにまいりますが，今の制作会社 43 名に対しまして，こ

の問題となり得る行為を行っていたテレビ局の延べ数としては 97 という

ことでございまして，この 97 名の中でどういった業態が多いかということ

を集計したものが下の表でございまして，地上系の放送事業者が 86 名とい

うことで最も多くなっておりました。 

 次に(6)でございますが，こちらは問題となり得る行為の状況と，制作会

社の資本金との相関を見たものでございますが，表にございますとおり，

表の左側，資本金が小さくなるほど，そういった行為を受けた割合が高く

なっているという状況でございます。 

 それから右の(7)でございますが，こちらは取引依存度との相関を見たも

のでございますが，こちらにつきましては，依存度が大きくなるほど，す

なわち表の右のほうに行くほど，割合が高くなっているという状況にござ

います。 

 最後に，７ページから８ページにかけまして，公正取引委員会の対応を

まとめております。まず８ページのほうには具体的な対応状況を書いてお

りますけれども，１の(1)及び(2)でございますが，テレビ局を対象とした

講習会であったり，あるいは事業者団体に対しまして，取引の公正化へ向

けた取組の要請をしたり，あるいは研修会等への講師派遣といった対応を

しております。 

 講習会につきましては，９月から 10 月にかけまして，全国９か所におき
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まして，テレビ局で 250 社，それから参加者のほうはコンプライアンスの

担当ですとか，あるいは制作の担当ですとか，合計で 600 名の方々に出席

いただきまして，講習会を開催してまいりました。 

 その講習会におきましては，７ページの真ん中の丸にもございますけれ

ども，「買いたたき」ですとか「やり直し」ですとか，そういった一般的な

問題行為に加えまして，テレビ番組の制作に関しましては，著作権の取扱

いに関する行為も比較的高い割合で見られたということを説明しておりま

す。 

 それから，やはり取引の開始時に条件を明確に決めていないということ

が，その背景にございますので，そういった点で，事前に十分な協議をし

てなるべく条件をはっきりさせた上で取引するようにというようなお願い

と，それから制作会社のほうからは，なかなか他社がやっていない中で，

自分だけが著作権に関して交渉を求めるとか，そういったこれまで余り交

渉の土台に乗ってこなかったものについて，言い出すのがなかなか難しい

というような声もございましたので，その点につきましては，委託者であ

りますテレビ局のほうから，そういった著作権に関します交渉の土俵とい

うものをつくっていただくような努力をしてほしい，といったことをお願

いしてきたところでございます。 

 以上でございます。 

○伊藤会長 どうもありがとうございました。 

 それではただいまの御説明につきまして，御質問あるいは御意見などご

ざいましたら，御自由に発言いただきたいと思います。 

 どうぞ，お願いします。 

○野原会員 興味深い調査だと思います。丁寧な調査をありがとうございました。 

 著作権に関する取引条件について，著作権の譲渡対価，二次利用の窓口

業務，二次利用の収益配分については，あらかじめ定めていた割合が低く

なっていたということでしたけれども，３ページの取引条件の内容で，著

作権の譲渡対価は 33％等のパーセンテージが出ていますが，この比率の母

数は，回答したテレビ局の全数を 100％としたときの数字でしょうか。 

テレビ番組を再放送やＤＶＤパッケージ販売，あるいはネットで提供す
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る等，最初の番組放送後にもマルチユースが活発に行われることは，コン

テンツ業界全体が活性化するために，非常に重要ですけれども，その契約

内容がはっきりしていないために，なかなかマルチユースが進まないとい

う実態をよく表していて，興味深く拝見しました。 

○鎌田企業取引課長 ここにつきましては，テレビ局からの回答をベースに集計して

おりますので，283 が母数になります。 

○野原会員 テレビ局からの有効回答が 283 名ということになっておりますが，その

うちの 33.5％に，こうしたことがあったというふうに読めばよろしいので

しょうか。 

○鎌田企業取引課長 はい，そういうことです。 

○野原会員 この数字も重要ですけれども，後段でもコメントいただいていますよう

に，テレビ番組制作会社側から見たときにどれくらいの比率になるかを合

わせて把握し，両者が対等な関係で，あらかじめ条件を契約できるように

することが重要だと思います。両サイドから見ていくというか，テレビ局

サイドに偏りはないか，制作会社によって，テレビ局１社だけにぶら下が

っているところは立場が弱くて，適切な契約ができていないことがないか

など，踏み込んだ実態の把握が必要だと思います。それによって，その後

のマルチユースが進んでいくように，是非いろいろ今後も活動していただ

きたいと思います。 

○高橋会員 テレビ番組のコンテンツ制作をめぐる問題というのは，昔からずっと指

摘されてきたわけですけれども，なかなか改善されてきていないのが実情

だと思います。今回のアンケート調査やヒアリングで，実態がある程度明

らかになったということは，御尽力を評価したいと思います。 

 質問ですけれども，１ページにありますが，まずこの調査についてです。

調査対象事業者が３社とあるのですけれども，この中で，テレビ番組制作

会社のところは回答率が 35％で，ほかのテレビ局とか局系列の制作会社と

比べると，半分以下ということになっております。この結果をどのように

分析されておられるのかをお伺いしたいと思います。 

 恐らく，回答のない制作会社というのは，続くデータに出てくるような

資本金規模とか年間売上高より，更に零細なところではないでしょうか。
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ＩＴ業界，コンテンツ業界というのは多重下請構造が存在するので，そう

いうことではないかなと思うのですけれども，その辺も含めてお答えいた

だきたいというのが１点目でございます。 

 ２点目は，今後の対応をまとめていただいているのですけれども，まず

対応の１(1)，８ページ目で，テレビ局等を対象とする講習会を実施し，と

あり，公正取引委員会の今年の上半期の取組を拝見しても，２回，テレビ

局に対してやっているということです。ここの「等」に制作会社が入って

いるのかどうか分からないのですが，下請法の場合には，加害の社だけで

はなくて，被害を受けるほうにもきちんと法律を知ってもらうということ

は，重要だと思うのです。この辺がどうなっているのかというのが質問の

２点目でございます。 

 ３点目は，１(2)で，自主的な取組を要請するとなっているのですけれど

も，この自主的な取組はどこに対して要請するのか教えていただきたいと

思います。 

 総務省のほうでは，平成 14 年から 16 年に，この放送コンテンツの制作

に関する適正化の会議が行われ，ガイドラインも出ているわけですけれど

も，その後，ちゃんと自主的な取組が行われたのか。公正取引委員会から

見て，この 10 年，指導とか勧告の状況を御覧になって，改善が見られるの

かどうかの観点からお伺いしたいと思います。 

○鎌田企業取引課長 まず制作会社の回答の関係でございますけれども，回答率だけ

で見ますと，通常，優越的地位の濫用関係の調査におきましては，優越側

が６割，７割，それから劣位側のほうが３割程度で，大体同じような数字

が出るのですけれども，今回の制作会社に関しましては実際の電話等で，

公取に回答して，もし何か情報が漏れて，ばれると困る，そういうことを

言ってくる事業者もおりますので，そういう点も背景にあるかと思います。

それから，実際，今回，テレビ局との直の取引，あるいはテレビ局の系列

会社である制作会社との取引に限定して調査対象としましたので，逆にテ

レビ番組制作会社，一番右にあるところから更に下請として取引している

ところについては，対象に含めなかったということが回答者数が少なかっ

たことの要因だろうとは考えております。 
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 それから今後の対応の関係で，講習会でございますが，対象として，通

常，ホームページに載せて，広報的な形で講習会の参加者を募るのですが，

今回に関しましては，かなり対象もはっきりしているということで，事業

者団体のほうに協力をお願いしまして，その代わり，なるべく全てのテレ

ビ局に，少なくとも番組を積極的につくっているところは全て出してもら

うようにということで，事業者団体である協会にお願いしまして，基本的

にはテレビ局を対象に実施いたしました。一方で，制作会社を対象とした

講習会につきましては，実は，２年ほど前から業種別講習会という形で，

２月，３月あたりに開催してきております。今回につきましても，こうい

う報告書を出しましたので，また来年前半に，そういった講習会を実施し

たいと思っておりますので，その中にまた含めまして，今度は，制作会社

のほうにも声をかけるような形でやっていきたいというふうに考えており

ます。 

 それから自主的な取組ということにつきましては，具体的に何かこうし

てくださいということではないのですが，この報告書ができた直後に，テ

レビ局のほうの関係の事業者団体の方にお越しいただきまして，報告書の

内容ですとか，あるいは著作権に関してはこういう問題があるということ

をお伝えして，総務省の取組との関係もございますけれども，そういった

ことも踏まえて，取引の公正化という点で，契約書を見直す必要があるの

であれば，そういうこともやりながら，取組をしていってほしいといった

ことをお願いしたという状況でございます。 

○高橋会員 あと１点，最後にお伺いしました指導とか，勧告とかの状況を教えてく

ださい。 

○鎌田企業取引課長 独占禁止法に基づく法的措置はございませんが，下請法の対象

に関しましては，書面とかそういった軽微なものが多いのですが，年間 30

件から 40 件程度の指導をしている状況でございます。 

○伊藤会長 ほかに質問があれば，どうぞ。 

○舟田会員 平成 15 年に下請法改正で，情報成果物が入ったということで，直後は，

各テレビ局もこれは大変だ，取り組まなければならないということで，い

ろいろな活動が始まったと思います。総務省も，あるいは民放連もガイド
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ラインとかを出しました。 

 しかし，各テレビ局は多分，この四，五年は，こうした取り組みを全く

やっていないと思います。リーマンショック以降，毎年，売上げが減って

いるということがあるのかもしれませんけれども，私は，この問題は非常

に深刻だと思っておりまして，今回，こうやって調査をまとめていただい

たことは，大変意義があることで，これを契機にまた調査，審査をやって

いただきたいと思います。ただ，はっきり申しまして，今回の実態調査報

告書で御指摘のことは十数年前から言われてきたことがほとんどなので，

新たに分かったことがあるのか少々疑問です。 

 よろしければ皆さん御覧いただきたいのですが，この白表紙の６ページ

に主な取引形態というのがあって，後で御説明いただきたいと思いますけ

れども，従来，情報成果物は完パケが頭にあったわけですけれども，その

後，完パケは大変だというので，ばらして一部だけ委託する，一部完パケ，

あるいは制作協力，あるいは人材派遣，ということで，ある１時間ドラマ

をきちんとした番組制作会社に委託するのではなくて，ちょこちょこ，バ

ラエティの３分の枠をつくってねと，例えばそういう形になります。ある

いは，それさえもしないで，一本釣りでいくと，例えばあの子を３日間貸

してよねとかいう形で，そういう意味では，番組プロダクションが人材派

遣会社に成り下がるというようなことが言われていたのですけれども，そ

の後，私は実はもう情報が全く入ってこないので，今どうなっているのか

も分からないので，よろしければ，最近，どういう状況なのかお聞かせい

ただきたいというのが一つです。 

 それから，これだけ平成 15 年以降，毎年，いろいろな指導がなされてき

ているわけですけれども，下請法でいいますと，勧告がないのです。ある

いは独占禁止法上の排除措置命令がないのです。これだけたくさんの違反

行為があるのですから，もちろん事件にしにくいことは重々承知していま

すけれども，きちんとした法の適用というものをやらないと，業界として

は，放っておこうということになりがちなので，その辺，きちんとした法

の適用はやはり難しいものであろうかということを，改めてお聞かせ願え

ればと思います。 
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○鎌田企業取引課長 まず完パケですとか制作協力とか，取引形態の話でございます

が，数字的なものは出ていないのですけれども，ヒアリングしている中で

は，やはりそういった番組制作そのものを委託するという取引から，制作

協力であったりあるいは人材派遣といったところに，何となく重心といい

ますか，そういったものが移ってきているという状況があるということは，

制作会社のほうからの話としては，聞いております。 

 それから勧告であったり，排除措置命令ということですけれども，ここ

は，正に事実関係としてどこまで把握できるかということでございますが，

今回の調査に関係しましては，実態調査ということで，違反事件そのもの

を見つけてどうかするということを直接目的にしているわけではありませ

んけれども，制作会社の側からは，今回，これを機に，こういった情報を

出すので，参考にしてほしいといったこともございましたので，そういっ

た事業者，制作会社側から希望があったり，あるいは了解をもらった情報

につきましては，審査当局とも共有して，取り組んでいきたいというふう

に考えております。 

○伊藤会長 ほかに質問があれば，どうぞ。 

○及川会員 コンテンツ産業を考えるときに，問題なのは，個人事業者が関わること

が多いということだと思います。つまり，下請の下請，テレビ番組制作者

の下に入る脚本家だとか，アニメーターとか，アニメーションをつくる方

とか，あるいはアニメーションの声優だとか，いろいろな個人事業者がい

ます。 

 そういった人たちの賃上げとか，生産性向上を考えるときにも，こうい

ったサービス業についてのコンテンツ，その下請の下請というところまで

の実態を是非，今度，調査をしていただきたいと思っています。 

○鎌田企業取引課長 声優さんとの取引が，下請法の対象になるかどうかという問題

はまた別にあるのですけれども，今，毎年やっています下請法の書面調査

は大体 25 万通ぐらい発送していますけれども，その中では制作会社同士の

下請の取引も対象になっていますので，そういったところで調査をして，

把握して，問題があれば，指導していくといったことはやっていきたいと

思っております。 
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○伊藤会長 ほかにどなたか質問等はございますか。よろしいですか。 

 それでは続きまして，次の議題３，競争政策研究センター（ＣＰＲＣ）

の活動状況につきまして，木尾経済調査室長から説明をお願いしたいと思

います。 

○木尾経済調査室長 競争政策研究センター，通称ＣＰＲＣと呼んでございますけれ

ども，活動状況について御報告申し上げます。 

 資料につきまして御説明させていただきます。 

 まずおめくりいただきまして，この私ども競争政策研究センター（ＣＰ

ＲＣ）とは何なのかということでございますが，基本的には，独占禁止法

の法律の執行であるとか政策企画・立案についての理論的・実証的な基礎

を強化するという目的のために，平成 15 年に設置されまして，今，大体

12 年ちょっとを迎えたという状況でございます。 

 １ページ目の下に書かせていただいてございますけれども，現在，構成

としては一橋大学の岡田所長を筆頭にして，基本的に経済学及び競争法に

関する研究者の方々から構成しております。 

 ２ページでＣＰＲＣの活動内容でございますけれども，大体，大きく分

けると３点ほどございまして，１つ目が新しい先端的な競争政策上の課題

について研究・調査を行うということ，２つ目が，そもそも研究なり調査

なりのネタを外部から集めてきましょう，現場から集めてきましょうとい

うこと，３点目は，研究機関ということで，国際的な研究機関間の交流を

深めるということが挙げられます。 

 具体的に御説明させていただきます。 

 まず共同研究，研究活動でございます。ＣＰＲＣの一つの特徴として，

公正取引委員会の職員及び経済学者，法学者，競争法の法学者，これらを

「三者協働」と申してございますけれども，協働で議論を行い，研究を進

めるということを一つの特徴としてございます。 

 最近，公表された共同研究の報告書として，平成 26 年度に行ったものと

して３件ほど公表させていただいてございます。 

 例えば，オンラインオフラインのサービス需要の代替性という，やや難

しい言葉遣いをしているところでございますけれども，すごく簡単な言葉
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で言い換えさせていただきますと，電子市場が発達している中で，例えば

電子書籍がどんどん売れれば，逆に，伝統的な紙書籍の市場が縮小してい

くのですか，という意味での代替性が出ているのか，出ていないのかとい

ったことについて調査をしたものが１件目です。あるいは非ハードコアカ

ルテルの違法性についてどのように考えていくのか，諸外国のＥＵなり米

国なりの考え方をべースにして，日本はどう考えていくかということを研

究したものが２件目です。そして，ジェネリックの医薬品の参入が市場に

与える影響について検証したということが３件目でございます。 

 平成 26 年度以外の年度についての具体的な研究報告書については，別紙

１に添付させていただいてございます。大体，各年度とも３件とか４件ぐ

らいのテーマについて研究を進めておりまして，担当の研究員の方々も，

基本的には経済学，法学の学者さんプラス，公取委の職員が共同作業とし

て，分担して執筆しているという構造になってございます。 

 以上が研究活動で，ジェネリック医薬品に関する共同研究については後

ほど具体的に御説明させていただきますけれども，とりあえず先に進めさ

せていただきまして，おめくりいただきまして３ページ目でございます。 

 研究活動以外にいろいろと世の中からネタを集めてきております。新し

い政策課題を集めるということで，いろいろな活動をやっているわけでご

ざいますけれども，例えば，４ページ目のＣＰＲＣセミナーということで，

外部の方々から，公取の職員向けに講演会を開催したり，あるいはＢＢＬ

という形で外部の方々から昼食時間帯を利用して，一種の講演をしていた

だいております。 

 あるいは一般の方も参加できるものとして，５ページ目に書いてござい

ますけれども，公開セミナーを開催するなど，いろいろな取組をやってお

ります。 

 具体的には職員向けのセミナーであるＣＰＲＣセミナーについて申し上

げますと，つい直近ですと 10 月 23 日には，経済産業省に９月に設置され

た電力取引監視等委員会の委員長から御講演をいただいたり，ＢＢＬにつ

いては，米国の独占禁止法の適用についての最近の動向であるとか，電子

書籍市場の現状，今，どういうことが問題になっているのかといった課題
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について御講演をいただくというような取組をやっているところでござい

ます。 

 公開セミナーについては，５ページ目に書かせていただいてございます

とおり，平成 26 年の 10 月には中国における独占禁止法の運用について，

また今後は，12 月に欧州の企業結合の関係について，欧州の第一人者であ

る弁護士から御講演をいただくといった取組を進めているところでござい

ます。 

 最後に，ＣＰＲＣの活動内容の３つ目の柱として，研究機関における国

際的な交流拠点としての機能を果たすということでございまして，例年，

日本経済新聞社との共催で，国際シンポジウムをやってございます。 

 今年の場合については，昨年度でございますけれども，今年３月に「急

増する特許権とイノベーション～競争政策の役割～」ということで，国際

シンポジウムを開催したところでございます。 

 来年６月には，垂直的な制限の話について，米国及びＥＵから第一線の

学者を招待して，同様に国際シンポジウムを開催する予定になってござい

ます。 

 具体例として，研究の事例について御紹介させていただきます。 

 別紙２の参考という紙がお手元にございますので，御参照いただければ

と思います。 

 参考のほうで，まず御説明させていただきますと，御案内のとおりでご

ざいますけれども，ジェネリックの医薬品のシェアを日本政府として引き

続き上昇させていこうという方向になっているわけでございますけれども，

そのジェネリック医薬品のシェアが，日本よりも現時点においてはるかに

高い欧米では何が起こっているのかということについて，調査研究をした

ということでございまして，この下の図に書かせていただいてございます

けれども，欧米で起こっている，特に米国なんかで非常に起こっているケ

ースでございますけれども，リバースペイメントの流れを①から③まで書

いてございます。 

 ①の矢印で，ジェネリック医薬品メーカーがジェネリック医薬品の製造

販売を開始したことが示されています。大体，先発医薬品の主要な特許が
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切れたと思われるような時点において，ジェネリック医薬品の製造販売が

開始されるわけでございますけれども，それに対して先発医薬品メーカー

が対抗措置を行う流れを示しているものが②でございます。先発医薬品の

特許が侵害されましたと，こういう医薬品関係の特許というのは，なかな

か複雑な構造になってございまして，例えば１件とか２件とかというもの

でなくて，物によりますけれども，10 件，20 件，30 件，いろいろな特許

が複雑に絡み合っているという部分もございますので，主要な特許の権利

期間が満了したとしても，それ以外の特許に抵触する可能性もあるわけで

ございます。そういうことを，一種の奇貨として，特許侵害訴訟を提起す

る，それが②でございます。 

 その後，③として，訴訟が提起されて，実際に民事裁判が始まるわけで

ございますけれども，その裁判の過程で，実は，和解が行われます。和解

の条件として，これはなかなか日本法でも和解の条件というものは，基本

的には公表されることがないわけでございますけれども，米国でも同様に，

ジェネリック医薬品メーカーがジェネリック医薬品を販売しない，その代

わりに参入しない見返りとして，多額の金銭の支払が先発医薬品メーカー

から行われるといった事例があります。 

 違法判断がされているかどうかにかかわらず，実際にこの支払を確認さ

れている事例で申し上げますと，米国で 200 件近く，ＥＵでも 100 件近く，

こういう事例が発生しているということになってございます。 

 こういう諸外国の状況を踏まえまして，別紙２のほうに戻っていただき

ますと，日本ではこういうことが起こり得る可能性があるのかどうか，起

こるとすれば，公正取引委員会としてどういうことに注視していくべきな

のかということについて，研究したということでございます。 

 その上で１ページ目でございますけれども，ジェネリック医薬品をめぐ

る我が国の状況について調査しました。これは御案内のとおり，欧米諸国

と比べると，日本のジェネリック医薬品のシェアというのは，相当低いで

すということを確認しているということでございます。 

 それで２ページ目でございますけれども，欧米と比較した場合の制度面

の話として，大きく特徴的な制度がありますということで２点挙げてござ
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います。 

 １つ目は，薬価ということでございまして，米国であればジェネリック

医薬品が登場すると，先発医薬品とともに一気に価格が下がるという傾向

になっているわけでございますけれども，日本はいわゆる薬価制度がある

ということで，欧米のように消費者向けの市場において，直接的にジェネ

リックと先発品が競争するという構造にはなっていないということが，１

つ目の特徴的な制度として挙げてございます。 

 ２つ目でございますけれども，いわゆるパテントリンケージ・事前調整

といって，やや難しい専門用語で書かせていただいてございますけれども，

基本的には，欧米では，ジェネリック医薬品について特許侵害があり，先

発医薬品メーカーの特許を侵害しているというような問題が仮にあれば，

基本的には，欧米では国が関与せずに，直接的に民事裁判で解決されると

いうことになっているわけでございますけれども，日本では，基本的な制

度設計としては，ジェネリック医薬品の安定供給という観点も踏まえまし

て，国のほうで特許上の問題があるかないかということをリードして確認

するというシステムがとられているという点が違います，ということを書

かせていただいてございます。 

 さらに，制度面以外で現状の市場構造についても検討・分析をしている

わけでございますけれども，こちらについては，先ほど申し上げたことと

若干重なりますけれども，日本の現時点においては，ジェネリック医薬品

の市場と，先発医薬品の市場とでは，基本的には違う市場になっています。

そういう意味でいうと，ジェネリック医薬品が参入したからといって，先

発医薬品の値段が一気に下がるという構造には基本的になっておらず，ジ

ェネリック医薬品同士で価格競争をしているという構造になっています。 

 ただし，経済分析の結果を踏まえると，ジェネリック医薬品のシェアが

もう少し，ある一定のレベルを超えた場合には，今，申し上げましたとお

りジェネリック医薬品の市場と先発医薬品の市場が，今は基本的には別々

になっているけれども，かなり統合された形態に近づいていくのではない

かということが示唆されていますということを分析させていただいてござ

います。 
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 その上で，先ほど申し上げました欧米の状況があるので，細部は，やや

割愛させていただいてございますけれども，３ページ目として，我が国へ

の示唆として，今後，日本のジェネリック医薬品のシェアがますます高ま

っていくという状況の中では，欧米同様に日本でもこのリバースペイメン

トと申し上げてございますけれども，先発医薬品メーカーからジェネリッ

クメーカーに対する金銭の支払，一種のカルテル的なものということが起

こる可能性があるということで，公正取引委員会に対して必要なモニタリ

ングを行い，独占禁止法の積極的な適用が図られるように検討する必要が

ありますという形で，研究をまとめているということでございます。 

 例えばこういった形の研究を，今後，27 年度，28 年度以降も進めていき

たいということでございます。 

 私のほうからは以上でございます。 

○伊藤会長 どうもありがとうございました。 

 それではただいまの説明について，御意見あるいは御質問等ございまし

たら，いただきたいと思います。 

○有田会員 こういう研究を通じて，公正取引委員会が，その後に起こる予測をして

対応するということになると思うのですけれども，今まで数年行われてき

た研究の中で，その研究の分析結果が，予測通りの結果になった事例と，

分析結果を行なった結果と対応策など実際に使われた事例はあるのでしょ

うか。 

○木尾経済調査室長 別紙１のほうに，過去３年分の研究成果を書かせていただいて

ございます。なかなか難しいところでございますけれども，例えば，２ペ

ージ目に書かせていただいているようなＥＵのリニエンシー制度の研究で

あるとか，３ページ目のＥＵ国家補助規制の考え方の我が国への応用につ

いてといった，こういうテーマについては，この時点において公取の実務

にも，ある程度反映されたり，参照されていると理解してございます。 

 ただ，一方でなかなか実際の実務に，全てが現時点において活かされて

いるということには，必ずしもなっていないのが現実でございますので，

テーマの選定の仕方であるとか，議論の進め方等々について，更に工夫を

図っていくということが必要なのかなと思ってございます。 
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○有田会員 調査研究が無駄だとは思っていないので，それはいいのですけれども，

先ほどＴＰＰの説明で消費者保護というような説明がありました。ジェネ

リック医薬品の関係においても，今後，ＴＰＰ関連で起こる場合の消費者

保護や，競争など，，そういうことも含めて分析されているのでしょうか。

今は日本国内だけのジェネリックの関係の分析だけだと思われますが，つ

まり今後の国際的な動きをどどのように考えるのでしょうか。 

○木尾経済調査室長 今回は基本的には経済学的，競争法的な，学術的な観点から研

究してございまして，そこについては，今後また同様のテーマを研究する

ときに，今，御指摘いただいたように，より視野を広げて研究活動をして

いきたいと思ってございます。 

○伊藤会長 ほかに質問があれば，どうぞ。 

○青木会員 大変勉強になる報告をどうもありがとうございました。いつも大変質の

高い研究をやっていらっしゃるなと感じております。法律学者と経済学者

が一緒に研究をやる機会は，日本ではなかなかないので，非常に貴重だと

思って期待しております。 

 国際的な競争力の話が，今，出てきましたが，海外で例えばヨーロッパ

とか米国では法廷の場で，結構，経済学者や法学者が出てきて，こういう

種類のデータとか研究実績を引用して議論すると思います。最初のトピッ

クの中で先ほど，実務家のＡＳＥＡＮでの協力の話が出てきましたが，こ

ういうアジアの研究センター同士の協力はあるのでしょうか。 

○木尾経済調査室長 現時点では，ＡＳＥＡＮ諸国では，少なくともこういう同様の

研究組織があるということについては，余り承知していないところでござ

いますけれども，もしそういう話があれば，基本的には積極的に進めてい

くということかなと思ってございます。 

○青木会員 よろしくお願いいたします。 

 それから消費者余剰にどれだけ影響があるかというのは，非常に重要だ

という御指摘が，今ありましたが，このオンライン，オフラインサービス

の需要の代替性というので，日本は特に米国に比べると，電子書籍や何か

が普及していないと思うのですが，この市場の日本の特殊性，それからそ

れによって消費者が損しているかどうかとか，そういう分析はされている
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のですか。 

○木尾経済調査室長 日本の消費者余剰，あるいは日本の消費者が損しているかどう

かというところまで，分析がまだ追い付いていないところもございますけ

れども，一方で御指摘のとおり，日本の電子書籍の市場というのは相当特

殊ということは，多分事実だと思ってございます。 

 そもそも米国だけではなくて，中国であるとか，韓国についても基本的

に電子書籍の市場というのは，紙市場と基本的には代替的な関係に立って

いる。要は，電子書籍が増えれば紙が減るという関係に立っている一方で，

日本では，そこは基本的な関係がまだよく分からないということでござい

まして，今この現時点では，電子書籍市場がすごく発達したとしても，紙

は基本的に余り関係ないという構造になってございます。 

 なぜそうなっているのかということについて，多少の分析はやってござ

いまして，一つは，電子書籍の規格が，種々様々なものが日本では乱立し

ているとか，あるいはやや間接的なものかもしれませんけれども，著作者

の方，作家の方々が，電子書籍にすることについて，一種の模倣品，海賊

版が出てくるようなことも含めて，かなり抵抗感が心理的に強いとか，何

点かの特殊要因は分析させていただいているところでございます。 

○伊藤会長 ほかに質問等はございませんか。 

○井手会員 事務局に聞くことではないのかもしれませんけれども，日本ではジェネ

リック医薬品のシェアが非常に低くて，欧米と市場構造が違うので，参考

に指摘したようなことが言えるのだと思います。日本の場合，なぜジェネ

リック医薬品がなかなかシェアを拡大できないかといった分析というのが

まず最初にあってしかるべきではないかなという印象をもちました。 

 それからこれは要望ですけれども，ＣＰＲＣのいろいろな共同研究があ

り，また，いろいろ学会等でも発表されています。，そこで，多くの共同

研究者がいらっしゃって，誰が書いたのかよく分からないので，貢献度と

いいましょうか，論文として評価するときに多少なりとも研究者の貢献度

や関与度が分かるような形で報告書を書いていただければ，大変ありがた

いと感じました。 

○木尾経済調査室長 まずジェネリックのシェアが日本ではなぜ低いのかというとこ
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ろについては，大変恐縮ですが，今回はそこについて余り分析をしていな

いのが現実でございまして，今後，今，進行中のものも含めて，新しい研

究テーマを進めていく際には，より視野を広げて，研究活動をしていきた

いと思ってございます。 

 ２つ目の研究者の方々の貢献度をもう少し明示できないのかという話に

ついては，まず御指摘のとおりでございまして，今，現時点では結構，多

数の方の共同執筆作業になってございまして，誰が中心的なメンバーなの

か，あるいはすごく骨を折っていただいた研究者の方々が，なかなか外か

ら見えないというところはございますので，例えば執筆者の数をもう少し

減らすとか，分担作業のやり方をもう少し工夫できないかということにつ

いて，今，内部的にも検討を進めている状況でございます。全く御指摘の

とおりだと思ってございます。 

○伊藤会長 ほかにどなたか御発言はありますでしょうか。 

○稲垣会員 １点だけ，意見なんですけれども，ジェネリックの件が例として出てい

ますけれども，私自身は論文全体を拝見していないのでよく分からないの

ですが，論文の中でいろいろな分析をされていると思うのですが，最終的

なコメントが，公正取引委員会はモニタリングを強化すべきであるという

極めて抽象的な，インパクトのないまとめ方になっていると思います。 

 ですから，そこまで分析されたのであれば，いろいろ賛否両論あると思

いますが，一つの意見を持たれて，社会に発信するのでないと，なかなか

世間から振り返ってもらえないのではないかと危惧します。議論を喚起す

る上でも，ある意見を社会に提示していくことが大事ではないかと思いま

す。これは私の感想です。 

○木尾経済調査室長 ありがとうございました。受け止めさせていただきまして，検

討させていただきます。 

○伊藤会長 ほかにどなたか意見等はありますか。 

○小田切委員 委員の小田切でございます。 

 私は，委員になる前に，ＣＰＲＣの所長をしておりましたものですから，

現在もＣＰＲＣの言わばサポーターのつもりでおりまして，そういう観点

から話をさせていただきたいと思います。 
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 今，幾つかいろいろな形での御意見，コメント，御質問をいただきまし

て，ありがとうございました。 

 ジェネリックの問題につきましては，まず最初にジェネリックの比率が

日本は低いということについても研究すべきではないかというようなお話

をいただきましたけれども，これはこの共同研究の担当者の意見というよ

りも，私の意見ですが，ＣＰＲＣとして研究テーマを取り上げるときには，

基本的に独占禁止法の運用や競争政策の観点から問題となるのはどういう

ことかを考えております。 

 そういう意味では，ジェネリックの比率が日本のほうが低いというのは，

薬価制度，その他の健康保険制度，そういう制度的な問題が非常に大きい

と私は理解いたしておりまして，競争政策上，特に問題があるというふう

に理解しておりません。 

 それに比べまして，今回の共同研究でいろいろ検討していただきました

リバースペイメント，あるいはペイ・フォー・ディレイという問題につい

ては，競争政策上の問題として非常に大きく，実際に欧米等々でも取り上

げているわけですので，それについての研究調査をしていただいたという

ことでございます。 

 それから，この競争政策研究センター，ＣＰＲＣというのは，国際的な

観点から申しますと，かなりユニークな存在だと私は理解しております。

というのは，海外，特に米国及びＥＵにおきましては，それぞれ経済分析

の局あるいは部・課，そういうところがございます。ＦＴＣの中の Economic 

Bureau とか，米国の司法省の反トラスト局の中にもそういう部局があり，

ＥＵの中にもあります。それぞれ大ざっぱにいって，30，40 名，あるいは

50 名ぐらいの博士号を持つ経済学者がいて，フルタイムで彼らは実際の案

件に即して分析しているというやり方をいたしております。 

 それに比べまして，日本の場合には，そういう実際の案件に関わるよう

な審査であるとか企業結合とかですけれども，そういうことに関わる経済

分析ということにつきましては，事務総局の中に，若干のエコノミストを

採用してやっていただいておりますが，合わせても数名というのが実態で

ございます。 
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 それに比べて，このＣＰＲＣの場合には，そういう実際の事件というこ

とからは切り離して，割にニュートラルといいましょうか,独立的な立場で

競争政策に関わることをいろいろな形で研究しているというやり方をとっ

ております。そういう意味で大変ユニークでございます。 

 日本も欧米型にすべきかどうかというのは，御意見がいろいろあるとこ

ろかとは思いますけれども，実際問題としては，今，言った米国，ＥＵ的

なやり方を日本の公正取引委員会でやるのは，大変に難しいというのがご

ざいます。 

 といいますのは，エコノミストの採用にはなかなか大変苦戦をいたして

いるという実情がございます。今も，企業結合課で，エコノミストを公募

いたしておりますけれども，なかなか優秀な方に応募していただけていな

いと聞いております。これは，経済学博士号を持った方々の職としての流

動性が，米国と日本では相当違うからです。 

 米国では，ＦＴＣならＦＴＣの経済部局でいろいろ経験し，そして実践

を経た上で，大学の先生になる人もいるでしょうし，あるいはコンサルテ

ィング会社に行かれる方もあるでしょう。そういう流動性がいろいろある

ものですから，職のそういうキャリアの中で，経済分析チームに入るとい

うことがありまして，そのために，お話したように，例えば 40 名，50 名

というようなＰｈ．Ｄ.を雇用することができます。ところが，同じことは，

実際問題として，今，公正取引委員会では大変に難しいということです。

もちろん，事務総局の中で，実際の案件に当たって経済分析を行うことに

ついて充実させたいと私ども思っており，努力はしておるのですけれども，

なかなか人集めに苦労しているというのが実態としてございます。 

 それとは別に，この競争政策研究センター，ＣＰＲＣにつきましては，

所長，主任研究官，客員研究官，全て基本的には大学の先生方が，パート

タイムで来ていただくというやり方をしているわけです。 

 大学を辞めて来ていただくのは大変難しいのですけれども，兼職という

形で，パートタイムでやっていただくことは比較的やっていただけるとい

うことで，今，岡田所長を初めとする先生方に来ていただいてやっている

ということでございまして，その代わり，それらの方々については，実際



 -39-

の事件の細かい情報データ等は，お見せすることはできないというやり方

をやらせていただいております。 

 ここら辺は米国，ＥＵとやり方が違うところでございますけれども，そ

の代わり，逆に，一歩引いたところからニュートラルな形で見ることがで

きるというメリットもあるかと思っております。 

 私は，実はＯＥＣＤ競争委員会のメンバーもいたしておりまして，前回，

10 月に開催されたＯＥＣＤ競争委員会では，競争政策の事後評価，ex-post 

evaluation について，一つの大きなテーマとして議論いたしました。 

 このＯＥＣＤの席でも，特に企業結合につきましては，このＣＰＲＣで

企業結合の事後評価を３回ほどしたという話を御紹介して，ＣＰＲＣでい

ろいろやっているのだと，公正取引委員会はこういう組織を持っているの

だということを紹介したところ，海外からは，これは非常にユニークでお

もしろい仕組みだというようなことをおっしゃる方が，かなりおりました。 

 このように，仕組みが違うのだということをまず御理解いただいて，そ

の中で，やれる限りのことを，ＣＰＲＣでいろいろやっていただいている

という状況ではございます。 

 それから，経済分析につきましての国際協力という意味で申しますと，

定期的にそういうことを交流する場というのはありませんけれども，今，

言ったＯＥＣＤでもそういう話をすることはございますし，そのほかアド

ホックな形で，例えばどこかの当局，米国なら米国の当局が経済分析につ

いてみんなで議論しましょうといって，公取委にも声がかかってくる，あ

るいは各国にも声がかかってくる，何人か集めて一緒にみんなで議論しま

しょうというようなことは，アドホックなベースでは時々起きてはおりま

す。 

 そういう場合には，ＣＰＲＣの方に行っていただいている場合もござい

ますし，あるいは経済調査室に所属しているエコノミストの方に行ってい

ただいていることもございますし，私も委員として，かつまたエコノミス

トなものですから，私が参加したような例もございます。 

 そういうような形での交流を通じての情報の共有といいましょうか，あ

るいはいろいろな，分析した結果云々の話よりも，むしろメソドロジーと
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してこういうのは使えますよみたいな話が多いとは思いますけれども，そ

ういうようなこともやって，お互いに学んでいるという形でございます。

このように，いろいろやらせていただいているところでございます。 

○伊藤会長 続けて，どなたか御意見等はよろしいですか。まだ少し時間があります。 

○岸井会員 時間があるということなので，一言だけお話させていただきます。 

 競争政策研究センターの研究内容について，今，小田切委員は経済学に

重点を置いてお話しされていたのですけれども，私も共同研究をいつも楽

しみにしていると言ったらおかしいですけれども，いろいろ参考にさせて

いただいているのですが，別紙１の報告書を見ますと，最近は，経済分析

のレポートと，各国のいろいろな法制度の比較研究を行っており２つの柱

があると思っておりまして，特に後者の比較法的な研究というのは，実際

に，恐らく法を運用したりする際にも非常に役に立っているのではないか

なというふうに思っております。 

 私が関わったものなので，一言述べさせていただきます。例えば平成 25

年のＥＵ国家補助規制についての研究は，後に，公的再生支援の研究会で

いろいろ報告書をまとめるときに，この共同研究は非常に役に立ち，いろ

いろ使わせていただいたということがありましたし，それから特に今年の

例ですと，例えば，非ハードコアカルテルの違法性評価というケースです

と，環境分野ですから，今，ＣＯＰなんかでいろいろ自主的な取組とかと

いうふうにやられているので，ある意味非常にタイムリーで，恐らく直接

これは何か使ったということをはっきり参照するかどうかにかかわらず，

いろいろな分野で今後参照されて，使われていくことになるのではないか

と思うのです。 

 そういう，特に最近は制度研究も重点的にやられているという点で，私

はそれも非常に評価できるかなというふうに思っている次第です。 

○伊藤会長 ほかに御意見等ございませんでしたら，私のほうから少し発言させてい

ただきます。過去いろいろな公的機関の研究組織を見てきて，例えば日本

銀行なんか随分前からやっていて，非常に大事だと思うのは，こういう組

織の活動はどこに発信するかということです。実務の上では，恐らく中小

企業の経営者とか，あるいは関係団体だとか，あるいは実務家ということ
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だと思うのですけれども，多分，アカデミアに近いところに対する発信は

すごく重要になってきて，それだけ業務が専門的になってきていますし，

それからアカデミアは非常に国際性が強いものですから，そういう意味で

は，日本だけではなくて海外でもできるということで，そういう意味では，

恐らく先ほどからずっと話題になっているように経済だけではなく，法律

もそうだと思うのですけれども，アカデミアにしっかり発信を持つという

ことは非常に大事だと思いますし，逆にそれが中の方々の，より専門的な

スキルアップの一つの大きなきっかけになればいいかなと思うのですけれ

ども，是非こういうのを進めていただきたいなというふうに思います。 

 何かほかにコメントなどございましたら，どうぞ。 

○青木会員 今のアカデミアの話についてなんですが，私は，東京から九州に移動し

て感じるのは，やはりこういうセミナーや何かへのアクセスが非常に難し

くなってきたので，国際会議などはビデオ会議などで全国に発信するとい

ったものがあると助かるのですが，そういう計画はおありなのでしょうか。 

○木尾経済調査室長 現時点では，今，そういう手段はまだ用意していないので，何

ができるのか，予算的な制約とか，いろいろ現実にはあると思うのですけ

れども，できるだけ御指摘の方向で，何ができるか考えてみたいと思いま

す。 

○青木会員 結構どの大学も，そういう受信する設備を持っていると思います。だか

らそれを利用していただけたら嬉しいです。よろしくお願いいたします。 

○木尾経済調査室長 ありがとうございます。 

○伊藤会長 ほかによろしいですか。 

 それでは，若干時間はありますけれども，そろそろ時間もまいりました

ので，本日の討議は，このあたりで終了とさせていただきたいと思います。 

 最後に，杉本委員長から御発言をお願いしたいと思います。 

○杉本委員長 本日は，独占禁止懇話会 202 回目の会合ということで，お忙しい中，

参集していただきまして，また，大変貴重な意見をいただきまして，あり

がとうございました。 

 本日は，東アジアにおける競争政策，テレビ番組制作についての報告，

それからＣＰＲＣ，競争政策研究のための活動について御議論いただいた
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わけでございますが，今回の議題を通じて，今，大変重要な課題になって

いるのは，変化する経済社会に対して，競争政策上どのように対応してい

くかということではないかと思っております。 

 一つは，今日，御報告いたしましたように，国際化という動きでござい

まして，先般，ＴＰＰの大筋合意がありましたが，合意には競争章があり

まして，ＴＰＰという市場内で，公正かつ自由な競争を確保するために競

争政策を執行していかなければいけない，ということが，ますます重要な

課題になっていくわけでございます。 

 ＴＰＰのみならず，バイのＥＰＡ，ＦＴＡ等でも，必ず競争章がござい

まして，競争政策の執行，即ち，公正かつ自由な市場をその域内で確保で

きるようにするということが，課題として明記されているわけでございま

す。 

 私どもは，御紹介しましたように，マルチのフォーラムとしてＩＣＮと

かＯＥＣＤとかがございますし，バイの枠組みにおいても諸外国と意見交

換しながら執行について相談しております。こういうことを通じまして，

企業活動が国境を越えて，国際化する中で，競争政策の適用も国際的にや

らなければいけないということであり，ある意味では，国際的な規範のコ

ンバージェンスを目指さなければいけないということで考えておりまして，

その点については，世界的な経済政府，世界統一政府というのはないので，

一律にというわけにいかないのですけれども，各国との協議を通じて，競

争規範のコンバージェンスということも目指していかなければならないと

考えているところでございます。 

 他方，独占禁止法の執行，即ち競争政策の執行というのは，各国の主権

に属するところでございますので，エンフォースメントの仕方というのは

それぞれ結構，異なっております。米国では司法手続でやっておりますし，

ＥＵでは加盟国競争当局との関係とかいろいろありますし，課徴金の水準

につきましても，日本と米国，ＥＵとではかなり大きな差がございます。

今日，御指摘ございましたような国際的に執行するに際して，課徴金，罰

金の調整というようなことも，今後，考えていかなければならない課題で

あることも確かだと思っております。 
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 もう一つは，経済のデジタル化に対して，競争政策がどう対応するかと

いうことも重要な課題だと思っております。いろいろなビジネスモデル，

例えばプラットフォーム化したビジネスモデルがどんどんこれから出てく

るということでございますし，現実にもそういうものが非常に多くなって

いることでございます。そういったものにおいては，ネットワーク効果と

いうものも見られます。そうすると，どういった観点から競争が消費者に

利益を及ぼすのかということを念頭に置きながら，競争政策の立場からど

ういうふうにデジタル化における競争政策の適用ということを考えていく

かということも非常に重要だと思っております。 

 その面で，今日もございましたようなテレビ制作だとか，ジェネリック

の問題とか，いろいろありますけれども，知財をどういうふうに適用する

かということを競争政策の上で考えていくかということも，非常に重要な

課題になってくると思っております。 

 私どもの仕事は，自由かつ公正な競争環境をしっかりと守っていく，競

争秩序を確保していく，市場インフラを確保するということでございまし

て，そのためには，反競争的な行為を摘発していくということであります

が，同時に，こういうものは反競争的行為であり，やっては駄目なのだと

いうことを，事前にお知らせして予防していくことも非常に重要な仕事だ

と思っております。 

 そういう意味で，いろいろな研究等もいたしまして，競争環境を保持す

るためには，こういう活動は反競争的だということを世の中に示していっ

て，それを守っていただくということも必要なことだと思っておりますの

で，そういったことで，今後とも競争政策の執行に努めていきたいと思い

ます。 

 今日，いろいろと重要な意見をいただきましたので，そういった御意見

も踏まえまして，これから執行に励んでいきたいと思っております。 

 今日はどうもありがとうございました。 

○伊藤会長 どうもありがとうございました。 

 それでは今回，これにて閉会とさせていただきたいと思います。 

 次回会合の議題等につきましては，追って事務局から連絡を差し上げた
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いと思います。 

 どうも長時間，御議論ありがとうございました。 


